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１ 評価の考え方 

 前橋市公立大学法人評価委員会は、地方独立行政法人法第２８条の規定に基

づき、公立大学法人前橋工科大学の平成２７年度の業務実績について、以下の

考え方により評価を実施した。 
（1）基本的な考え方 
・ 中期目標の達成に向けた、法人の中期計画及び年度計画の実施状況を確

認する。 
・ 法人の特筆すべき取組や成果を積極的に評価する。 
・ 評価を通じて、法人の管理運営、大学の教育研究の質的向上を図る。 
・ 法人の管理運営、大学の教育研究などの実績及びそれに対する評価は広

く関係者に公表する。 
（2）評価方法 
・ 評価の進め方 

年度評価は、法人から提出された「平成２７年度業務実績に関する報告

書」（以下「報告書」という。）を踏まえ、その自己点検及び自己評価の内

容が適切かどうかという視点で「全体評価」及び「項目別評価」を行う。 
・ 「全体評価」 

平成２７年度の法人の業務実績全体について総合的な評価を行う。 
・ 「項目別評価」 

中期目標における目標区分ごとに業務の実施状況を確認し、次の４段階

の評価基準により評価を行うとともに、特筆すべき点や改善を要する点に

ついての講評を付す。 
 （評価基準） 

評点 定義 
Ａ 中期計画の達成に向けて特筆すべき進捗状況にある。 
Ｂ 中期計画の達成に向けて概ね順調な進捗状況にある。 
Ｃ 中期計画の達成に向けてはやや遅れた進捗状況にある。 

Ｄ 中期計画の達成に向けては進捗が著しく遅れており、 
重大な改善事項がある。 

   【参考：法人による自己評価の評価基準】 
評点 定義 
Ａ 年度計画を上回って実施している。 
Ｂ 年度計画を計画どおりに実施している。 
Ｃ 年度計画をやや遅れて実施している。 
Ｄ 年度計画を実施していない。 
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２ 全体評価 

（1）総括 
  平成２７年度の業務の全体的な実施状況は、業務実績報告書において、年

度計画の全１３８項目のうちの約９７％の１３４項目が「Ａ評価：年度計画

を上回って実施している」、又は「Ｂ評価：年度計画を計画どおりに実施して

いる」とされた。法人評価委員会においても、全体的には、中期目標の達成

に向けて着実に取組が進められていると評価する。 
しかし、昨年度の評価報告書では、業務実績の項目別自己評価においてA評

価をする場合は、その判断根拠を第三者に十分理解できるように示す必要があ

るという指摘をしたが、①年度計画に対する実績の記述が具体的でない項目や

実績の記述が年度計画に対応していない項目があり、評価の判断根拠が不十分

な項目が散見された。可能な限り判断根拠となる数値や年度計画に対する具体

的な実績を記載するなど、評価の判断根拠の明確化に一層努めるべきである。 
業務実績に関する報告書中の「特筆すべき成果」では、地域連携推進センタ

ーを中心とした企業との共同研究の取組や、④国際交流への積極的な取組は高

く評価をすることができる。③また、語学（英語）教育の充実については、「特

筆すべき成果」としての記載はないが、大学の自己評価以上に評価ができるも

のである。⑤大学知名度の向上に向けては、特徴ある教育・研究・地域貢献・

就職状況等、様々なアピールポイントを持つ事が重要であると考えられるため、

実績の効果的な発信に併せ、今後の成果の充実に期待したい。 
  結びに、平成２８年度は法人化後４年目を迎え、⑥中期計画の中間点を折

り返す時期となり、大学のレベル向上に必要な課題が見えてきたと思われる。

また、⑦業務実績の中には、過去の結果を受け年度計画にて改善すべき課題

を盛り込んだ項目がいくつかあるが、そのような改善項目を増やしていくこ

とも大学のレベルアップに繋がるものと考える。⑥今後も課題点や業務の重

要項目を絞り込み、これらを年度計画に位置付けるなど中期目標の達成に向

けて着実な取組を継続していくことが重要である。理事長及び学長は、リー

ダーシップを一層発揮し、業務の課題を分析し、さらなる大学の充実・発展

が図られることを期待して全体評価の総括とする。 
（2）今後に対する意見 
  業務実績に関する自己評価については、市民視点での分かりやすさの観点

から、分かりやすい理由・判断根拠をより分かりやすく明示するとともに、検

討、検証した項目については、その結果や考え方などを業務の実績としてま

とめる必要がある。また、⑨評価委員会にて適切な評価を行うためにも、計

下線①、②・・・別添資料 
評価委員会からの主な意見より抜粋 
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画の進捗度を評価するのか、改善の成果を評価するのかが判断しやすい業務

実績の記述方法を検討する必要がある。 
大学の充実については、⑧中期目標の達成に向けて取組みが遅れている項目

の検討・改善への早急な着手が望まれる。さらに、特筆すべき成果や教育研究

の推進など、大学のブランド力及び質の向上につながる取組については、様々

な手法を検討し、その内容を積極的かつ効果的にアピールし、より多くの学生

や企業等から選ばれる大学になることが望まれる。 

３ 項目別評価 

（1）大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組 

評価委員会 
評価 

法人の自己評価の項目全体では、８８項目のうち８

４項目がＡ評価又はＢ評価とされた。評価委員会の評

価も、全体的には概ね順調な進捗状況にあると評価で

きる。 
特に、インターンシップの実施・共同研究への学生

の参画、語学（英語）教育・国際交流の充実等により、

教育研究の質向上が図られており、継続的な努力によ

り、その成果が表れている。 

Ｂ 
（概ね順調） 

法人評価 

 
年度 

全体 
項目

数 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

項目数 構成比 項目数 構成比 項目数 項目数 構成比 項目数 

H27 88 18 20.4％ 66 75.0％ 4 4.6％ 0 0.0％ 
H26 101 22 21.8％ 77 76.2％ 2 2.0％ 0 0.0％ 
 

■特筆すべき事項及び評価できる事項 

共同研究への学生の参画、語学教育・国際交流の充実など、教育研究等の質

の向上を目指した中期計画の達成に向け、下記の具体的事項において積極的な

取組を進めた。 
 
① 教育に関する目標  
（№数字＝報告書における年度計画№）  

  ・インターンシップの実施 №14 
    県内企業への学生の受け入れをお願いするための訪問及び群馬県建設

技術センターからの受入れ先企業紹介等の協力の下、各学科教員の積極

的な指導によりインターンシップの充実を図り、インターンシップ参加
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者及び受入企業が増加した。市内の受入企業数が着実に増加しているこ

とは、特に評価できる。今後は、市内企業への就職に繋がるような取組

が期待される。 
  ・共同研究への学生の参画 №15 
    公募型共同研究の結果、これまでに、研究に加わった 4 人の学生が共 

同研究先の東証一部上場企業等に就職した。（平成 26 年度 3 人、平成 27 
年度 1 人）これら企業等への就職者を増加させるためにも、地域貢献や 
就職実績の効果的な広報を実施するとともに、本取組が学生の市内就職 
の促進につながるよう取組の強化が期待される。 

  ・各学科の教育及び授業目標の周知 №18 
    半期ごとに指導が必要な学生を対象に履修登録開始までに計画を上回 

る面談を実施し、学習･生活指導を行った。 
  ・授業アンケートの実施及び授業の改善 №20 
    学生への授業アンケートを実施し、改善が必要と判断された項目など 

は教員からのコメントの提出を求め、次年度の講義に反映させるように 
した。教員からのコメントの提出により、改善の有無を検証できる仕組 
みとしたことや、授業改善に活かせるように、平成 28 年度実施に向けた 
アンケートの項目見直しを行ったことは高く評価ができる。なお、改善 
のためにアンケート結果について、学生にフィードバックする手法等の 
検討が必要である。 

  ・就職活動時の面接対応に関する支援強化 №27 
    外部講師による面接指導を実施した。また、公務員試験対策グループ

ディスカッション及び集団模擬面接の実施において、近隣大学からも受

講者が参加したことは評価できる。 
  ・博士前後期課程内部進学志望者の増加 №34 
    博士前期・後期課程の内部進学志願者は、前年度と比較して増加した。 
  ・分野型横断型工学研究シンポジウムの充実 №45 
    博士前期・後期課程合同の発表会を開催した。より効果的な発表とす

るために、１つのセッション中に複数分野の発表を盛り込む手法の検討

が期待される。 
 

② 研究に関する目標 
  ・企業との共同研究の充実 №58 
    平成 27 年度は過去最高の 38 件（うち公募型共同研究 13 件）の契約・ 

研究に着手し、共同研究の充実を図った。さらなる大学の魅力向上のた 
めにも、実績をより社会にアピールするとともに、市内・県内企業との 
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共同研究の一層の活性化が期待される。 
  ・公募型共同課題研究プロジェクトの拡充 №64 
    平成 27 年度も公募型共同研究事業を募集し、採択された 13 社と契約・ 

研究に着手した。公募型共同研究の実績としては、平成 24 年度から平成 
26 年度までの 3 か年において、共同研究を行った企業は 18 社であり、 
このうち特許出願が 9 件、また、共同研究に参画した本学教員による、 
学会発表が 22 件あるなど成果があがっており、さらなる大学の魅力向上 
のためにも、これら成果を効果的に広報することが期待される。 

 
③ 地域貢献に関する目標 
・大学を会場とする公開講座の実施 №72 
  大学機能の市民開放を進めるため、多数の公開講座等を開催したこと 
により地域貢献を果たすことができた。 

・産官学コーディネーターによる企業訪問及び技術相談の実施 №73 
  前橋市、前橋商工会議所と「御用聞き型企業訪問実施のための連携に 
関する協定」を締結し、積極的に企業訪問・技術相談を行った。 

・地域課題研究の効果的な実施方法の検討 №75 
  技術開発課題・地域活性化課題・予備課題を募集し、採択された技術 
開発 2 課題、地域活性化課題 5 課題の研究に着手した。 
 

④ 国際交流に関する目標 
・海外大学との研究交流の拡充 №77 
  ベトナムのダナン工科大学との協力と交流に関する協定を締結した。 
また、本協定の調印式にあわせて開催したワークショップ参加のため、 
学生４人を派遣した。ワークショップの成果生かすため、学生や教職員 
に広めるための報告会等の実施を検討することが必要である。 

・吉林建筑大学城建学院との交流 №80 
  吉林建築学院の授業で使用する留学生用の教科書作りを両大学の教員 
間で行った。 

・海外留学等支援 №83 
  同窓会からの財政支援等により、語学研修及び英会話教室を実施した。 
また、後援会からの海外留学等支援により４名の学生を留学させた。ま 
た、TOEIC 受験料の助成を３３名の学生が受けた。 

 
  ⑤教員の資質向上に関する目標 
  ・常勤教員による授業参観方法の見直し №86 
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    期間内で本学常勤教員すべての授業を参観できるように実施方法を改 
善したことにより、授業参観者が大幅に増加した。 

  ・任期制教員制度の導入の検討 №88 
    規程を整備し、任期制教員制度の導入を行った。 
 

■今後に期待する事項 

 下記の事項に関しては、年度計画の着実な実行及び中期計画の達成に向け、

さらなる取組を期待したい。  

 

 ①教育に関する目標 

 ・社会人教育のニーズ №7 
  本学の社会人教育実施の認知度は低いが、潜在的ニーズがあることが確 

認できたので、今後はこのニーズを明確に示されることを期待する。  

 ・幅広い人間力を育む教育 №10 
   引き続き科目の追加や内容の点検等、ＤＰ（ディプロマ・ポリシー）や

ＣＰ（カリキュラム・ポリシー）に沿った形での教育内容の点検・改善を

進めることを期待する。   

 ・教育プログラムの整備 №52、53 
   教育プログラムの必要性や導入可能性などについて、具体的な検討がさ 

れていないため、中期計画の達成に向けて早急な検討開始が望まれる。 

・地域社会の大学院への要望 №55 
  要望を確認するアンケートが実施されていないため、早急な調査実施 
が望まれる。 
 

②研究に関する目標 
  ・産学官連携事業の在り方の検討 №65 

産官学連携による学内外との組織的研究の成果について相互に利用す

るネットワークの構築に関しては、関連する組織との間の定期的な意見交

換会など、恒常性あるいは継続性を持ったシステム構築についても検討が

期待される。 
・学部資金の獲得 №67、68、69 

    研究活動の向上及び競争的資金の獲得に繋がるように、学部資金獲得

の取組と教員研究費の配分の検討を一体的に進めることが期待される。 
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 （2）業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための取組 

評価委員会 
評価 

法人の自己評価の項目全体では、１１項目全てがＢ

評価とされた。評価委員会としての評価も、全体的に

は計画どおりの進捗状況にあると評価できる。 

Ｂ 
（概ね順調） 

法人評価 
 
年度 

全体 
項目

数 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

項目数 構成比 項目数 構成比 項目数 項目数 構成比 項目数 

H27 11 0 0.0％ 11 100.0％ 0 0.0％ 0 0.0％ 
H26 15 1 6.7％ 14 93.3％ 0 0.0％ 0 0.0％ 

 
■今後に期待する事項 

 下記の事項に関しては、年度計画の着実な実行及び中期計画の達成に向け、

さらなる取組を期待したい。 

・外部団体ＦＤ（ファカルティ・デベロップメント）研修会への教員参加                         

№90 
   ＦＤ研修会参加状況について、教員の業績・活動評価に組み入れること 

が期待される。 

※ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント） 

教員が授業内容・方法を改善し、向上させるための組織的な取組の総称。そ 
の意味するところは極めて広範にわたるが、具体的な例としては、教員相互の 
授業参観の実施、授業方法についての研究会の開催、新任教員のための研修会 
の開催などを挙げることができる。 
・簡素で効率的な業務運営が図れる組織体制を構築 №94、95、96 

効率的な大学運営を妨げたり、迅速な意思決定を阻害したりすることの 

ないよう、常に、構成員の意識改革を行うとともに、各種会議の透明化を 

継続的に実施していくことが期待される。 
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（3）財務内容の改善に関する目標を達成するための取組 

評価委員会 
評価 

法人の自己評価の項目全体では、８項目全てがＢ評

価とされた。 
評価委員会としての評価も、全体的には計画どおり

の進捗状況にあると評価できる。 

Ｂ 
（概ね順調） 

法人評価 
 
年度 

全体 
項目

数 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

項目数 構成比 項目数 構成比 項目数 項目数 構成比 項目数 

H27 8 0 0.0％ 8 100.0％ 0 0.0％ 0 0.0％ 
H26 11 2 18.2％ 9 81.8％ 0 0.0％ 0 0.0％ 
■今後に期待する事項 

 下記の事項に関しては、年度計画の着実な実行及び中期計画の達成に向け、

さらなる取組を期待したい。 

  ・附属図書館委託化 №105 
    委託化による教員、学生へのサービスの低下等の影響がないか、検証を 

行うことが期待される。 
 
（4）自己点検・評価及び情報公開に関する目標を達成するための取組 

評価委員会 
評価 

法人の自己評価の項目全体では、５項目全てがＢ評

価とされた。評価委員会としての評価も、全体的には

概ね順調な進捗状況にあると評価できる。 
大学の各種情報の公開については、今後も積極的に

実施して欲しい。 

Ｂ 
（概ね順調） 

法人評価 
 
年度 

全体 
項目

数 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

項目数 構成比 項目数 構成比 項目数 項目数 構成比 項目数 

H27 5 0 0.0％ 5 100.0％ 0 0.0％ 0 0.0％ 
H26 5 0 0.0％ 5 100.0％ 0 0.0％ 0 0.0％ 
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（5）その他業務運営に関する重要な目標を達成するための取組 

評価委員会 
評価 

法人の自己評価の項目全体では、２６項目のうち２

６項目がＢ評価とされた。評価委員会の評価も、全体

的には概ね順調な進捗状況にあると評価できる。 

Ｂ 
（概ね順調） 

法人評価 
 
年度 

全体 
項目

数 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

項目数 構成比 項目数 構成比 項目数 項目数 構成比 項目数 

H27 26 0 0.0％ 26 100.0％ 0 0.0％ 0 0.0％ 
H26 28 1 3.6％ 25 89.3％ 2 7.1％ 0 0.0％ 
 

■今後に期待する事項 

 下記の事項に関しては、年度計画の着実な実行及び中期計画の達成に向け、

さらなる取組を期待したい。 

・ホームページによる情報発信 №114 
 積極的な情報発信を引き続き実施するとともに、取組状況を具体的に示 
せるように努めていただきたい。 
・博士前期課程の進学 №115 
 定員を満たしていない専攻も見受けられる事から、引き続き入学者の確 
保に努めていただきたい。 
・博士後期課程の進学 №117 
 ほぼ定員を満たしていることから、今後は市内県内の学生増に努めてい 
ただきたい。 
・施設管理情報の共有化 №121 
 施設管理情報の周知の方法等を検討し、確実な情報共有の達成が期待さ 
れる。 
・コンプライアンスの推進 №130 
 コンプライアンスは、大学の教育・研究・地域貢献活動を進める上で重 
要な課題であるため、引き続き内容の周知と徹底に努めていただきたい。 
・ハラスメントの防止 №133 

    ハラスメント防止は全ての組織に取って重要な課題であるため、引き続

き取組の推進が期待される。 
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前橋市公立大学法人評価委員会 委員名簿 

 （五十音順、敬称略） 

 
氏名 職業、役職等 備考 

１ 魵
えび

澤
さわ

 恭一
きょういち

 
関東精機株式会社取締役社長 

前橋商工会議所常議員 
 

２ 小島
こじま

 秀
ひで

薫
ふさ

 
池下工業株式会社代表取締役 

前橋商工会議所常議員 
 

３ 後藤
ご と う

 さゆり 共愛学園前橋国際大学 副学長  

４ 篠塚
しのづか

 和夫
か ず お

 群馬大学理工学部 学部長 委員長 

５ 富山
とみやま

 慶
よし

典
のり

 群馬大学社会情報学部 学部長 副委員長 

６ 飛
ひ

知和
ち わ

 孝行
たかゆき

 関東信越税理士会前橋支部副支部長  

  任期：平成２８年４月１日から平成３０年３月３１日まで 

 


